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2 第151号　令和8年（2026年）7月15日

※QとAの合計を必ず一人18行に固定※

自 民 党
津田 大三

議員
（中京区）

原油高に起因する
物価高騰対策

Q 国との連携を一層強化し、
更なる対策の深化が大切。

市バスやごみ収集車等公共サービ
スの継続性を維持し、将来の安心
を守るため、燃料調達の柔軟化を
国に働きかけ、市の安定的な供給
体制を堅持すべきと考える。これ
までの対策で補いきれない局面で
は国に更なる財源を求めつつ、補
正予算による対応を検討すべき。

A 市会の意見書も踏まえ、燃
料調達の柔軟化を可能とす

る仕組みの検討も含め、国に一層
強く働きかける。引き続き、原油
高への国対策の効果を見極め、持
続的な事業活動に影響がある場合
には新たな補正予算の編成も視野
に入れ速やかに対策を講じていく。

観光と市民生活の共生

Q 民泊問題は実効性のある対
策が急務。地域の実情に合

わせた上乗せ条例を策定し、厳格
かつ現実的な規制枠組みの構築が
必要だ。一方、観光が本市に恩恵
を与えてきたことも事実。市民生
活の質の向上と観光の持続可能な
発展が相乗効果を生む未来こそ、
目指すべき本市の姿ではないか。

A 民泊の更なる規制の在り方
の検討を深めるとともに、

実効性ある規制に向け、国とも連
携し、令和８年度中の条例改正提
案を目指す。観光がもたらす効果
を市民の皆様に示すことが、市民
と観光客が相互に尊重し合える関
係づくりにつながる。引き続き、
持続可能な観光を実現してまいる。

椋田 隆知
議員

（南区）

子どもの安心安全と
保育者の就労環境向上

Q 保育施設の運営は厳しい状
況であり施設整備は多額の

費用が必要。物件費補助事業によ
り、定員に応じた費用負担の軽減
が図られているが、職員処遇の安
定にもつながるため、より利用し
やすい制度が求められている。ま
た、円安やエネルギー危機による
コスト上昇が予想される中、今か
ら 2027 年問題

＊1
への準備が必要だ。

A 物件費への対応は、物件費
補助金を創設し、多くの園

に活用いただいているが、社会情
勢の変化への対応が課題。保育関
係者の意見に耳を傾け、より使い
やすい制度となるよう検討する。
2027 年問題は社会全体の課題であ
り、関係局とも連携し取り組む。

消防団の装備

Q 本市消防団は、大都市にお
いては稀有な存在であり、

消防局との連携により火災予防の
大きな力となっている。仕事や学
業がありながら、迅速丁寧に活動
する団員を支えるためにも、安全
確保や身体的負担軽減の観点から、
例えば、面ファスナー等による履
きやすいブーツを配備する考えは。

A 消防団員の安全確保や身体
的負担の軽減は重要。活動

靴は災害現場での安全性を考慮し、
消防職員と同等のものを配備して
いるが、昨年度消防団員に実施し
たアンケートでより履きやすい靴
を求める声もあり、改善策を検討
する。今後も消防団員が活躍し続
けられる環境整備に努めてまいる。

田中 たかのり
議員

（右京区）

「こどもまんなか」社会実現に
向けた在宅育児世帯の支援

Q ０歳児から２歳児を育てる
世帯の半数以上が保育施設

等を利用せずに家庭で育児をして
いる現状。「まち全体が家族のよう
に寄り添う」安心感こそ本市のブ

ランドになる。施設の中の子育て
を大切にしながら、地域へと広が
る子育てへ、真の「こどもまんなか」
を目指す市長の決意を伺う。

A 未就園児の保護者へ切れ目
のない寄り添い支援や地域

に根差した活動により孤立しない
よう取り組んでいる。気軽に交流
や育児相談ができる場の提供など
安心して子育てできる環境の整備、
子育て支援情報の積極的な発信な
ど、引き続き「こどもまんなか」
のまち・京都の実現に取り組む。

維新・京都・国民
江村 理紗

議員
（右京区）

市民しんぶんの
広報体制の在り方

Q 全戸配布制度による負担が
地域コミュニティを疲弊さ

せ、継続困難との声が市内各所か
ら届いている。将来的なデジタル
移行を見据えた「地域ごとの選択
制」を導入してはどうか。時代に
即したコストの最適化とサービス
向上を両立させる次世代の広報体
制について、市長が描く将来像は。

A 配布面で市政協力委員のご
負担など課題はあるが、紙

の市民しんぶんが広報媒体の中核
を担っているのが現状。一方、デ
ジタルツールの普及や技術進展は
目覚ましく、現状と課題を踏まえ、
効果的な情報発信の手法を外部の
知見も借りて研究し、可能なもの
から順次取り入れていきたい。

久保田 正紀
議員

（伏見区）

中東情勢緊迫化の影響を
受ける中小企業への支援

Q 中東情勢の急速な悪化は、
石油化学系原料の高騰など

本市の中小企業経営に深刻な打撃
を与えている。本市は京都商工会
議所と連携して緊急相談窓口を開
設しているが、改めて周知するな
ど支援の取組を推進すべき。また、

中小企業への緊急的な支援を盛り
込んだ国への予算要望も求める。

A 京都商工会議所に「特別相
談窓口」を開設し、伴走支

援や資金繰り支援など中小企業を
下支えし、また取組をホームペー
ジ等で広く周知するとともに職員
が機会を捉えて直接案内している。
一方、原材料やエネルギーの安定
供給等は国全体の課題であり、引
き続き、国に強く要望していく。

片桐 直哉
議員

（北区）

地域コミュニティ政策

Q 地域自治の在り方と行政の
関係性の積み重なりが現在

の地域コミュニティの疲弊の核心
ではないか。行政には、行政協力
の在り方そのものを含め、地域コ
ミュニティ政策を時代に合わせて
再構築し、その変化を地域に働き
かける役割が求められるが、そこ
に踏み込んでいく考えはあるか。

A 今後は地域活動への多様な
関わり方を促進することが

重要。実際の取組事例を収集・発
信しながら、地域に合った方法を
共に考える伴走支援を重視すべき
と考える。行政協力業務は真に地
域にお願いすべき役割に見直すと
ともに、地域の自主性・主体性が
発揮できる仕組みを検討していく。

本市文化政策における
「本の文化」の位置付け

Q 文化政策の中で出版を含め
た「本の文化」をどう位置

付けるかが重要。文化首都・京都
の確立を目指すのであれば、知を
蓄積し、発信していく都市である
べき。次期「京都文化芸術都市創
生計画」の策定にあたり、「本の文
化」を文化政策の一つの柱として
明確に位置付けるべきではないか。

5 月 21 日の本会議では、次の 10 名の議員が各会派を代表して、市政の各般にわたって、市長や関係
理事者に質問を行いました。ここでは、その主なものをお伝えします。

本会議の代表質問から



3京都市会だより

自民党＝自由民主党京都市会議員団、維新・京都・国民＝維新・京都・国民市会議員団、
共産党＝日本共産党京都市会議員団、公明党＝公明党京都市会議員団

A 本市では出版業界等の参画
も得て京都文学賞を創設し

ており、令和８年度から京都大学
等と連携し、学び・研究のための
開かれた場での知的交流を促進す
る。次期「京都文化芸術都市創生
計画」の策定にあたっては、多彩
な文化芸術が息づく本市特性を踏
まえ、今後の重要施策を検討する。

共 産 党
河合 ようこ

議員
（西京区）

北陸新幹線延伸計画

Q 7 月にもルート決定とされ
ているが、工事の工法や専

門家から指摘されている地下水へ
の影響など、どう考えているのか。
5 つの懸念は払拭・解消されるど
ころか深まっている。今こそ、北
陸新幹線延伸計画の中止を表明し、
地域公共交通として重要なサンダ
ーバードの拡充を求めるべきだ。

A ルート案は国家的観点から
国で再検証されており、意

見を申し上げる段階にない。再検
証の結果、市内を通るのであれば、
5つの懸念・課題に対して市民の
体感的な理解・納得が不可欠。サ
ンダーバードは多くの市民が愛着
を持っており、JR西日本にはその
思いを受け止めていただきたい。

洛西地域における公共交通

Q 西京区のまちづくりは交通
問題抜きには語れない。西

京区のバス路線再編や減便等によ
る影響について、住民の意見・要
望を聞き、暮らしに必要な路線の
確保を求める。また、令和 6 年 6
月に値上げしたバス運賃を引下げ、
バス乗り継ぎを無料にすべきだ。

A 「洛西 “SAIKO”プロジェク
ト

＊２
」では、市バス定期券の

民間バスとの共通利用化、駅とま
ち中心を最短ルートで結ぶ路線の
新設等を実現している。洛西地域
における運賃改定はバス事業者が
運転士等確保に向けた処遇改善の

ために実施したもの。バスの無料
乗り継ぎは解決すべき困難な課題
もあるが、引き続き検討していく。

とがし 豊
議員

（左京区）

不登校対策

Q 実態調査は不登校経験者等
から丁寧に聞き取る調査と

し、結果を踏まえ施策を充実すべ
き。また、30 日未満の不登校実態
も把握するとともに、全児童・生
徒からの提案をこれからの学校づ
くりにいかすほか、練馬区のよう
にガイドブックを作り、すべての
保護者・教職員への配布を求める。

A 不登校支援等の現状分析に
関する調査は、７月中の開

始に向け、検討を進めている。ま
た本調査は全児童生徒を対象とす
る。ふれあいの杜

＊３
等からも意見聴

取を行い、結果は学校や児童生徒、
保護者に共有する。本調査を踏ま
え、今後とも多様な子どもたちを
包摂する学校づくりを進めていく。

オーバーツーリズム対策

Q 観光客の分散化では限界が
あり、総量抑制に転じる必

要がある。緊急対策として、市バス・
民間バスともに運転手確保のため
の予算措置を講じ、バスの増便を
急ぐべき。民泊への規制は立地規
制や総量抑制、管理者の常駐化の
義務付けなど住環境を守る実効性
のある条例への進化を求める。

A 観光客の総量規制は市全体
で一律に理想的な総量を議

論できず困難。運転士不足により、
市バス・民間バスともに現行路線・
ダイヤの維持が厳しい状況だが、
市民生活への影響を最小限に抑え
るべく、引き続き取り組む。民泊
の規制は国とも連携し、令和８年
度中の条例改正提案を目指す。

公 明 党
平山 よしかず

議員
（西京区）

これからの読書運動

Q 本市のこれからの読書運動
を子育て・地域活性化など

様々な角度から京都のまちづくり
の重要なツールとして充実させる
べき。大人が本に触れ、知識や学
識を深め、周りとのつながりを深
めるための空間を今後どう作るの
か。また大人、家族、地域が子ど
もと読書を通して関わるソフト面
の仕組みづくりをどう進めるのか。

A 多様な世代やニーズを包摂
し、大人も子どもも「知る、

学び、深める」仕組みづくり、世
代を超えて「集い、つながり、交
流する」まちのプラットフォーム
となるような空間創出に向け、図
書館の在り方に関するグランドデ
ザインを令和８年度中に策定する。

松田 けい子
議員

（山科区）

身寄りのない
高齢者への支援

Q 国の社会福祉法改正による
身寄りのない高齢者を支え

る新たな公的支援制度の創設を見
据え、支援の必要な方がどの程度
いるのか、担い手となり得る法人
等がどの程度存在し、どのような
役割分担が可能なのか把握するな
ど制度化に向け備えを進めるべき。

A 令和７年度に高齢者やご家
族へ生活の継続に必要な支

援ニーズ等に関するアンケートを
実施。その結果や事業の担い手と
して期待される法人等の状況を踏
まえるとともに、弁護士会等との

連携も深めていく。質の高いサー
ビスが提供できるよう準備を進め、
身寄りのない高齢者を地域全体で
支える社会を構築してまいる。

視覚障がい者支援に向けた
ＩＣＴ

＊４

手段の活用促進

Q 支援を必要とする方が声を
あげられずに日常を送る現

実がある。日常的な情報アクセス
を支援する様々な ICT ツールの情
報収集や当事者参加の体験会等で
利用ニーズを把握し、わかりやす
い情報発信に取り組み、全盲や弱
視などそれぞれの特性に応じたニ
ーズに対応する ICT 手段の活用促
進について検討を進めるべき。

A 最新ツールの情報を収集す
るとともに、実際に視覚障

害のある方が活用するツールにつ
いて生の声を聞き、集約した情報
を周知していく。加えて自身に合
ったツールを見つける取組の実施
など、日常的な ICTの活用を支援
し、情報保障の取組を推進する。

＊1　（蛍光灯の）2027年問題
水銀を含む一般照明用の蛍光灯は
2027年末までに製造・輸入が禁止と
なるため、LED照明への切り替えが必
要となる。

＊２　洛西“SAIKO”プロジェクト
洛西ニュータウンをはじめとする洛西
地域全体の活性化を図るプロジェクト。
子育て世帯をはじめ、全ての洛西地域
の人々が「身近でショッピング」「便利
なバス交通」「豊かな公園や自然」など、
様々な魅力を味わえる洛西地域の実現
を目指す。

＊３　ふれあいの杜
学校生活や家庭生活での様々な不安
や緊張、人間関係などが原因で不登校
となり、在籍校の取組ではその状況が
十分に改善せず、不登校が長期化した
子どもたちの活動の場。

＊４　ICT
Information and Communication 
Technologyの略。
情報(information)や通信(communi
cation)に関する技術の総称。

※�文章中で使用している画像はイメージです。

録画映像は
こちらから

用 語 解 説

代表質問の録画映
像 は 市 会 ホ ー ム
ページからご覧い
ただけます！



4月開会市会審議結果

5月市会審議結果

４月開会市会で審議した市長提出議案１件、議員提出議案１件の審議結果は、次の
とおりです。なお、議決日は全て4月27日です。（○＝賛成、×＝反対）

5月市会で審議した市長提出議案35件、議員提出議案6件の審議結果は、次のとおりです。なお、
議決日は全て6月1日です。（○＝賛成、×＝反対）

議案名 審議
結果

会　派　名　等
自
民
維
京
国

共
産
公
明
無
※1
無
※2
無
※3
無
※4
無
※5
無
※6
無
※7

議 案 ■市税条例の一部改正 承認 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
議 員 提 出 議 案 ■京都市バスの安心・安全運行に向けた軽油の安定確保に関する意見書 可決 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

議案名 審議
結果

会　派　名　等
自
民
維
京
国

共
産
公
明
無
※1
無
※2
無
※3
無
※4
無
※5
無
※6
無
※7

8 年度補正予算案 ■一般会計 可決 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
条 例 制 定 案 ■こども本の森京都条例 可決 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

条 例 改 正 案

■職員給与条例　■市税条例及び非居住住宅利活用促進税条例　■個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例　
■理容師法に基づく衛生上必要な措置等に関する条例　■美容師法に基づく衛生上必要な措置等に関する条例　■子ども若
者はぐくみ事業基金条例　

可決

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

■児童福祉法に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例等　■保育所条例　■執行機関の附属機関
の設置等に関する条例 〇〇×〇〇〇〇〇〇〇〇

■地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例　 〇〇×〇〇×〇〇〇〇〇
条 例 廃 止 案 ■特例児童扶養資金の償還の免除に関する条例 可決 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

そ の 他 の 議 案

■不動産の処分　■訴えの提起（裁判上の和解を含む。）　
可決

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
■壬生東市営住宅新２号棟（仮称）新築工事請負契約の締結　■通称を命名する権利の付与の対象とする施設（梅小路公園）
■錦林市営住宅新Ｋ２棟及び新Ｋ３棟（仮称）新築工事請負契約の変更 〇〇×〇〇〇〇〇〇〇〇

■人権擁護委員の推薦 17 件 可と認める 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

議 員 提 出 議 案

■全てのケアラーに対する包括的な支援と法的枠組みの整備を求める意見書　■中東情勢の悪化に伴う原油価格高騰対策を
求める意見書　■中東情勢に伴う原油価格・物価高騰等に対する国等と連携した対策を求める決議

可決
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

■住まいの安定と居住支援の抜本的強化を求める意見書 〇×〇〇〇〇〇〇〇〇〇
■住宅ローン減税の拡充等を求める意見書 ×〇〇〇〇〇×〇×〇〇
■中東情勢に伴う原油高騰等への対策を求める決議 否決 ××〇××〇×××××

富　きくお
橋村　芳和
津田　大三
寺田　一博
山本　恵一
田中　明秀
西村　義直
下村　あきら
椋田　隆知
しまもと　京司

さくらい　泰広
みちはた　弘之
田中　たかのり
森田　守
平山　たかお
加藤　昌洋
井上　よしひろ
谷口　みゆき
山本　しゅうじ

（計19人）

自由民主党京都市会議員団（＝自民）
おんづか　功
中野　洋一
江村　理紗
宇佐美　賢一
片桐　直哉
こうち　大輔
大津　裕太
森　かれん
久保田　正紀

神谷　修平
もりもと　英靖
北川　みき
中高　しゅうじ
北尾　ゆか
土方　莉紗
河村　諒

（計16人）

維新・京都・国民市会議員団（＝維京国）
北山　ただお
西野　さち子
玉本　なるみ
くらた　共子
河合　ようこ
加藤　あい
赤阪　仁
とがし　豊

山田　こうじ
森田　ゆみ子
山本　陽子
平井　良人
やまね　智史
えもと　かよこ

（計14人）

日本共産党京都市会議員団（＝共産）

（令和8年6月1日時点）

湯浅　光彦
吉田　孝雄
平山　よしかず
青野　仁志

かわしま　優子
松田　けい子
兵藤　しんいち
西山　信昌

中村　まり
増成　竜治
くまざわ　真昭

（計11人）

公明党京都市会議員団（＝公明）

※１　天方 ひろゆき
※２　井﨑　敦子
※３　きくち　一秀
※４　小島　信太郎

※５　繁　隆夫
※６　菅谷　浩平
※７　平田　圭

無所属（７人）

可決された議案、意見書、決議の全文などは、市会ホームページからご覧ください。

９月市会は、９月17日（木）から10月30日（金）まで開催する予定です。９月市会の開催予定

市会からのお知らせ

テレビ中継
本会議の代表質疑・
質問の模様をKBS
京都テレビで中継
しています。

本会議の傍聴、委員会の傍聴・モニター視聴
本会議は傍聴することができます。事前申し込みによる手話通訳も
実施しています。また、委員会も傍聴できるほか、市役所北庁舎３階
の市会オープンスペース（市会モニター視聴室）で視聴いただけます。
　※傍聴・モニター視聴のご案内については、変更の可能性があります。
　　最新の情報は市会ホームページをご確認ください。

10月１日（木）、２日（金）
市民の声を届ける！
KBS京都テレビでも生中継

10月20日（火）、21日（水）
詳しい日程は、市会ホームページからご覧い
ただけます。（※日程は変更になる場合があります。）

代表質問 決算特別委員会総括質疑

海外行政調査団が市政への
提言を行いました！

　１月２５日から３０日にかけてオーストリアにおいて
実施した「再生可能エネルギーや省エネルギー等に
よる持続可能な脱炭素社会の実現～２０５０年ＣＯ２排
出量正味ゼロにむけて～」を調査テーマとする海外
行政調査について、５月１８日に、市民の皆様にも傍聴
いただく中、報告会を行いました。
　報告会では、調査に参加していない議員に対して、
各視察先の詳細な調査内容に加え、調査結果を踏ま
えた市政への提言について報告しました。
　また、５月２０日には、調査の成果を取りまとめた最
終提言書を松井市長に提出しました。
　提言書の内容や報告会の録画は市会ホームページ
で公開しています。
　また、今回の調査の詳細な内容をまとめた報告書
を、市会ホームページや市会図書・情
報室で公開します。

4年間で総額5億円
～議員報酬20％削減～

しっかり取り組んでいます

本会議や委員会の生中継と録画の映像を
配信しています。ぜひ、ご視聴ください。

◀インターネット
　議会中継

市会だよりに関するお問い合わせは
市会事務局調査課　TEL:222-3697　FAX:222-3713　 京都市会 検索検索

◀京都市会 YouTube
　チャンネル

◀京都市会
　ホームページ

海外行政調査報告会 提言書の提出
提言書や報告会の録画はこちらから
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